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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

廃 棄 物 処 理 施 設 建 設 事 業 2,739,000 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

市 道 整 備 事 業 269,100 同　　　上 同　　　上 同　　　上

橋 り ょ う 整 備 事 業 64,800 同　　　上 同　　　上 同　　　上

街 路 整 備 事 業 41,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

公 園 緑 地 整 備 事 業 13,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

消 防 施 設 整 備 事 業 29,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

小 学 校 施 設 整 備 事 業 60,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

土地開発公社所有地取得事業 200,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

臨 時 財 政 対 策 1,350,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

計 4,766,900

限 度 額
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

下 水 道 事 業 652,900 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

計 652,900

限 度 額
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

土 地 区 画 整 理 事 業 103,700 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

計 103,700

限 度 額



- 10 -

第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

土 地 区 画 整 理 事 業 66,300 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

計 66,300

限 度 額
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

土 地 区 画 整 理 事 業 75,000 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

計 75,000

限 度 額
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

土 地 区 画 整 理 事 業 112,800 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

4.0％以内(ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件、銀行その他の場合
にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政
の都合により繰上償還し、又
は低利債に借り換えることが
できる。

計 112,800

限 度 額


